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１　はじめに

　近年，日本において，夫婦ともに雇用者の共働き世
帯の増加が顕著である。共働き世帯は，1997 年以降に
男性雇用者と無業の妻から成る世帯数を上回り，2020
年には同世帯の 2 倍以上に及んでいる（総務省『労働
力調査』（2020））。
　一方で，子どものいる共働き世帯における夫と妻の
家事関連時間は，夫は長期的に見て微増傾向であるも
のの 1 時間 46 分に対し，妻は 4 時間 54 分と長く，
また長期的に見て減少傾向にあるとはいえない実態が
見られる（『社会生活基本調査』（2016））。他方，夫
の仕事に関する平均時間は長時間に及んでおり，夫婦
双方で，仕事及び通勤時間と家事関連時間を合計する
総労働時間が長時間に及ぶケースが多い。
　このように日本において共働き化が顕著に進行して
いるものの，夫婦における性別役割分業に基づく，家
事における妻への偏りに関わる構造は根深い。また，
多くの国においても夫婦の家事分担において妻への偏
りが問題視されている。こういった実態に関する先行
研究は多く見られるものの，市場労働要因としては雇
用形態や労働時間に着目した研究がほとんどで，既存
研究において夫婦における家事労働時間と市場労働の
メカニズムが十分に説明されているとは言い難い。
　そうした背景が見られる中で，家事労働時間の増減
と市場労働メカニズムに関してはいくつかのアプロー
チが考えうるが，本稿では家事労働と賃金の関係に言
及している論文を紹介したい。今回紹介する論文は，
日本は含まれないものの，南欧及び西欧諸国におい
て，男女夫婦における無償家事労働分担と相対的な市
場賃金比率の関係に着目している。

　先行研究
　これまでの研究として，市場労働におけるジェンダ
ー間の代替弾力性に関する研究が主流であり，家庭内
生産におけるジェンダー間の代替弾力性に関する研究
は少ない。その数少ない研究において，家庭内生産に
おける代替弾力性は，アメリカの夫婦を対象とした研
究（Knowles 2012）では 2，一方，スウェーデンの夫
婦を対象とした研究（Ichino et al. 2019）では 0.8 と，
数値のズレも大きく，一致した見解が得られていな
い。

２　本論文の内容

　本論文では，南欧諸国（ギリシャ，イタリア，マル
タ，ポルトガル）と西欧諸国（ベルギー，ドイツ，ア
イルランド，ルクセンブルク）において，男女夫婦に
おける無償家事労働の分担がパートナーの相対的市場
賃金の比率に与える変化について，検証が行われてい
る。まず，論文では，前提として，本調査における
GVI（Gender Value Index ジェンダー価値指数）を計
測し，北欧及び西欧諸国は，南欧諸国と比べて高いこ
とを確認している。つまり，既存研究でも知られてい
るように，南欧諸国の方が西欧諸国と比べて性別役割
分業意識が強いということである。
　本論文で用いているデータは，EU 統計（the EU 
Statistics on Income and Living Conditions）2010 で，
16 歳以上の住民データである。また，本論文の対象
者は調査対象国における共働きの男女夫婦である。分
析手法としては，重回帰分析で，同類婚による内生性
を取り除くため，夫婦間の相対賃金における外生変数
を分ける Bartik（1991）の手法を用いている。

「女性たちは家庭においてガラスの天井に直面しているのか。」共働き夫婦における
家事労働分担
Tomáš Lichard, Filip Pertold and Samuel Škoda （2021） “Do Women Face a Glass Ceiling at Home? 
The Division of Household Labor among Dual-Earner Couples,” Review of Economics of the 
Household, Vol. 19, pp. 1209-1243.
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　推定式
　本稿では，紙幅の都合上，全ての推定式を掲載する
ことはできないが，推定式の一つを下記に示す。

　　log � ℎ𝑓 � = 𝛼 + 𝜇log �𝑤𝑚� + 𝛸𝛿 + 𝜀

　ℎ𝑚 は男性の家庭内生産に関わる時間，ℎ𝑓 は女性の家
庭内生産に関わる時間を表す。また，𝑤𝑚 は男性の賃
金，𝑤𝑓 は女性の賃金であり，賃金ギャップを示してい
る。

　分析結果・考察
　まず，記述統計により，家事労働時間に関しては，
南欧・西欧諸国双方の女性において，同じ収入におい
ても，男性よりも長く，また既婚もしくは同棲の女性
は独身女性よりも 2 倍長い（週あたり約 12 時間長
い）と指摘する。
　また，南欧諸国と西欧諸国における夫婦の家事生産
活動と比較賃金の関係を測定するための重回帰分析

（OLS 及び 2SLS）とし，都市化についてもコントロ
ール変数として追加した結果として，下記 3 点の知見
について言及している。①南欧諸国において，家事生
産活動における女性の時間消費は夫婦の比較賃金が変
化しても変わらない，②南欧の女性は西欧の女性と比
較して，平均的に貧しく，フォーマルな保育アクセス
が限定的であることから，子どもがフォーマルケアを
利用する週当たり時間のコントロールを試みたが，そ
れでもなお，南欧の女性は西欧の女性と比べて，家事
時間が長い，③西欧では，夫婦の比較賃金に関して，
家庭内生産の男女労働と代替の正の弾力性があるとい
うことである。
　ただし，本論文における OLS の結果において，夫
婦における家事分担の代替弾力性は 0.067（1 % 水準で
有意）と，先述した先行研究（Ichino et al. 2019；
Knowles 2012）と比較しても非常に低い値となって
いる。Lichard, Pertold and Škoda （2021） は， 本論文
において，これら，つまり先行研究で見られた夫婦間
の家事代替弾力性の大きさの違いについて，労働時間
と雇用条件の両方の要素を含めていることが要因では
ないかと言及している。また，本論文では，上記のよ
うに，夫婦間の家事代替弾力性が及ぼす影響の大きさ
は限定的であることから，このことが女性自身の市場

労働の抑制，不利な職業選択といった，「ガラスの天
井」を招いていると指摘する。

３　おわりに

　本論文においても，日本と同様，西欧・南欧諸国と
もに，女性の家事時間が長く，特に既婚女性において
家事負担が大きい様子が確認された。性別役割規範意
識の高さといった文化的規範が家事労働に与える影響
や，夫婦間での家事代替弾力性は限定的であるという
点が注目されうる。今後の研究においては，今回の研
究をさらに発展させ，家事のアウトソーシング項目
や，家事労働のより詳細な区分の追加，ワークライフ
コンフリクト意識やメンタルヘルスとの関連といった
点も含めた研究の進展が期待される。
　家事労働は，市場労働から隠れた存在として，「家
庭内での分担」に関する問題として考慮されがちであ
る。日本においては，特に，家事労働時間と市場労働
時間及び通勤時間を合わせた総労働時間は非常に長
く，これらがワークライフコンフリクトやメンタルヘ
ルスといった問題に繫がっていることが指摘される。
そういった中で，夫婦だけでなく，社会全体で過剰な
負担となっている総労働時間について是正のための検
証や検討に関して，本稿で取り上げたような各国の横
断的な知見や，国内でのより詳細な検証などを踏まえ
た検討を進めていくことが求められるといえる。
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